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索的に抽出した。










調査対象者は、福島県中通り 9市町村に在住する 2008 年度出生児（2008
年 4 月 2 日～2009 年 4 月 1 日生まれ）6191 名全員とその母親（保護者）
である。2012 年 10 月～12 月に、9市町村の住民基本台帳から対象者を抽
出した。対象者は原発事故当時、1~2 歳で外遊びが本格的に始まる年齢で
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記に示した。2013 年 1 月の第 1回調査は、2012 年 10 月の住民基本台帳か
ら対象者を抽出し、その対象者 6191 名あてに調査票を送付した。第 1回
調査に回答した 2628 名に 2014 年 1 月第 2回調査票を送付し、これに回答
した 1605 名に 2015 年 1 月に調査票を送付した。それ以降、同様の形式で











2013 年 6,191 2 ,628 42 .4 1 ,203 45 .8% 252 ,047 209 .5
第 2 回
2014 年 2,628 1 ,605 61 .1 718 44 .7% 153 ,938 214 .4
第 3 回
2015 年 1,605 1 ,207 75 .2 746 61 .7% 151 ,677 203 .3
第 4 回
2016 年 1,297 1 ,015 78 .3 612 59 .9% 117 ,171 191 .5
第 5 回
2017 年 1,026 910 88 .6 547 60 .1% 100 ,287 183 .3
（2017 年 10 月末時点）
表1 各年の調査の集計結果




回調査と第 2回調査では自由回答欄の記入率が約 45％であるが、第 3回
調査以降は約 60％である（表 1参照）。第 3回調査以降、自由回答欄の記
入率が高くなった。その理由は、推測の域を出ないが、1つめは、第 3回
調査から自由回答欄のリード文の文言を変更し、記入しやすくなったから



































































































































































一貫して 6割を占めている。第 1回調査（2013 年 1 月）では 67.0％、第 2
回調査（2014 年 1 月）では 60.2％、第 3回調査（2015 年 1 月）では 65.8
原発不安に関する考察（成元哲・牛島佳代・松谷満） 77（ 77 ）
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では 49.0％と 18.0％、第 2回調査では 44.0％と 16.2％、第 3回調査では


















安」、「出産」が続く。第 1回と第 2回に比べ、第 3回調査以降、福島県民
健康調査の甲状腺検査の結果が発表され、甲状腺ガンが報道されるなどし
た結果、「将来の健康不安」がさらに増加している。















































































































































































































活の変化について、2013 年 1 月の第 1回調査では 12 項目を「事故直後」
「事故半年後」「この 1ヶ月間」の 3つの時期に分けて質問した。第 2回調
査以降は上記に加えて、「放射能に関してどの情報が正しいのかわからな
い」、「原発事故後、福島に住んでいることでいじめや差別を受けることに
対して不安を感じる」の 2項目を追加して 14 項目となった。ここでは、2013
原発不安に関する考察（成元哲・牛島佳代・松谷満） 87（ 87 ）
年 1月から 2017 年 1 月までの 5時点の原発事故による生活変化の傾向を

































































（Screening Questionnaire for Disaster Mental Health）の指標で測定し
た。SQDはうつと PTSD（Post-Traumatic Stress Disorder：心的外傷後
ストレス障害）に焦点をあて、リスクが高い人をスクリーニングする 12
項目の質問票である。
下図に 2013 年から 2015 年までの 3時点における母親の精神健康不良の
割合を示した。
図13 うつとPTSDの割合
うつと PTSDは異なる経過を辿っている。原発事故から 2年後の 2013
年は、約 25％がうつ状態と PTSDに判定された。ところが、2014 年には
PTSDは大きく低下し、2015 年もその傾向が続いている。一方、うつ状
態は、2013 年から 2015 年までの 2年間、ほとんど変化していない。すな
わち、時間が経過しても 25％以上の人がうつ状態を持続している。
ちなみに、第 1回調査（分析対象者数 2611 名）におけるうつ状態の割
合は、牛島ら（2014）によると「事故直後」が 52.0％、「事故半年後」が





次に、精神健康の個人内変化を確認しておこう。2013 年から 2015 年ま
での 3時点における個人内変化のすべての類型とその分布を示したのが下
表である。
2013 年 2014 年 2015 年 8 類計% 4 類計% N
正常維持
正常 正常 正常 57.1
63.3
565
正常 うつ 正常 6.3 62
正常→うつ
正常 うつ うつ 5.4
11.0
53
正常 正常 うつ 5.7 56
うつ→正常
うつ 正常 正常 6.4
10.5
63
うつ うつ 正常 4.1 41
うつ維持
うつ 正常 うつ 2.4
15.2
24
うつ うつ うつ 12.7 126
表4 SQDの個人内変化の類型と分布SQD（うつ）
2013 年 2014 年 2015 年 8 類計% 4 類計% N
正常維持
正常 正常 正常 70.4
72.7
693
正常 PTSD 正常 2.3 23
正常→PTSD
正常 PTSD PTSD 1.4
4.3
14
正常 正常 PTSD 2.8 28
PTSD→正常
PTSD 正常 正常 9.3
13.5
92
PTSD PTSD 正常 4.2 41
PTSD維持
PTSD 正常 PTSD 2.0
9.5
20




あった。2013 年から 2015 年までの 2年のあいだにうつ状態を経験してい

















結果、第 1に、世帯年収の 400 万円未満の人は、「正常維持」の人より、
1.75 倍有意に「うつ維持」になりやすい。第 2に、放射能への対処をめぐっ
て夫との認識のずれがある場合は 2.28 倍、両親との認識のずれがある場








夫との認識のずれあり - - 2.28
両親との認識のずれあり - - 1.78
近隣との認識のずれあり - - -
400 万未満 - - 1.75
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